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「障害」と「障がい」の表記について 

 

本計画書では、法令や法令上の規定、固有名詞につきましては 

従前どおり漢字で表記し、人や人の状態を表す場合はひらがな表 

記としています。 

このため、本計画では「害」と「がい」の字が混在する表現と 

なっています。
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１ 計画策定の背景 

 本町では、令和３年３月に「第３次愛川町障がい者計画（令和３～８年度）」と合

わせて、「第６期愛川町障がい福祉計画（令和３～５年度）」及び「第２期愛川町障が

い児福祉計画（令和３～５年度）」を策定し、障がいの有無によって分け隔てられる

ことなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向けた取組み

を進めてきたところです。 

 障がい者福祉を取り巻く近年の動向として、平成 30 年４月には、「障がい者の望

む地域生活への支援」、「障がい児支援のニーズの多様化へのきめ細やかな対応」、「障

害福祉サービスの質の確保・向上に向けた環境整備」を柱とした「障害者総合支援法」

の改正が行われたことに加え、令和３年には「医療的ケア児及びその家族に対する支

援に関する法律」が施行され、国や地方公共団体は医療的ケア児及びその家族に対す

る支援に係る施策を実施する責務を担うことになりました。 

 また、令和５年４月には、神奈川県において、当事者目線の障害福祉に関する施策

の総合的かつ計画的な推進を図るため、障がい者のみならず誰もが喜びを実感できる

地域共生社会の実現に資することを目的に、「当事者目線の障害福祉推進条例～とも

に生きる社会を目指して～」が施行されました。 

 こうした状況の中、国では、障害者総合支援法及び児童福祉法の趣旨等を踏まえ、

令和６年度から令和８年度までを計画期間とする、障がい福祉計画及び障がい児福祉

計画に関する基本指針の見直しを行いました。 

このため本町では、現行の「第６期愛川町障がい福祉計画」及び「第２期愛川町障

がい児福祉計画」の計画期間が令和５年度をもって終了することから、国の基本指針

に即して、令和８年度までに見込まれる障害福祉サービスの量及び障がい児支援等の

円滑な実施の確保に向けた計画的な取組みを推進するものです。 

 

２ 計画の名称と位置付け 

この計画は、障害者総合支援法第８８条に基づく「障害福祉計画」及び児童福祉法

第３３条の２０に基づく「障害児福祉計画」として位置付けられ、「第７期愛川町障

がい福祉計画・第３期愛川町障がい児福祉計画（サービス等プラン）」と称します。 

また、この計画の策定にあたっては、国の「基本指針」に即したものとし、また、

関連計画である国の「障害者基本計画（第５次）」、県の「かながわ障害福祉グランド

デザイン」と整合性・連携を図るとともに、町の上位計画である「第６次愛川町総合

計画」をはじめ、「愛川町障がい者計画」や「愛川町地域福祉計画・地域福祉活動計

画」との整合を図ります。 
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３ 計画期間 

この計画は、国の「基本指針」に基づき、令和６年度から令和８年度までの３年間

を計画期間とします。 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 

 「第７期愛川町障がい福祉計画」 

（※障害者総合支援法） 

《数値目標と障害福祉サービス等の見込量》 

 

 
 

                          当該計画 

第６次愛川町総合計画 

第４次愛川町地域福祉計画・地域福祉活動計画 

共通分野 

保健分野 

～町民みんなで創る、五つの”あい”のまち・あいかわ～ 

高齢者分野 

第３次愛川町障がい者計画 

第７期愛川町障がい福祉計画 第３期愛川町障がい児福祉計画 

愛川町障がい福祉計画・愛川町障がい児福祉計画 

（サービス等プラン） 

子ども・家庭分野 

障がい児（者）分野 

【町の関連計画との関係】 

「第３次愛川町障がい者計画」 

（※障害者基本法） 

《基本理念と施策の方向性》 

 「第６期愛川町障がい福祉計画」 

（※障害者総合支援法） 

《数値目標と障害福祉サービス等の見込量》 

 「第２期愛川町障がい児福祉計画」 

（※児童福祉法） 

《数値目標と障がい児サービス等の見込量》 

 「第３期愛川町障がい児福祉計画」 

（※児童福祉法）                                                 

《数値目標と障がい児サービス等の見込量》 
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４ 障害福祉サービス及び障がい児支援の概要 

障害者総合支援法では、サービスの種類が規定され、全国一律で共通のサービスとし

て提供される「自立支援給付」と、地域の状況に応じて市町村が独自に設定できる「地

域生活支援事業」に大別され、さらに児童福祉法では、都道府県が行う障がい児入所支

援と市町村が行う障がい児通所支援等が規定されています。  

 

【障害者総合支援法に基づくサービス】 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

愛川町 

 

障害福祉サービス（介護給付） 

●居宅介護 

●重度訪問介護 

●行動援護 

●重度障害者等包括支援 

●同行援護 

●生活介護 

●療養介護 

●短期入所 

●施設入所支援 

障害福祉サービス（訓練等給付） 

●自立訓練（機能・生活訓練） 

●就労移行支援 

●就労継続支援（Ａ・Ｂ型） 

●共同生活援助（グループホーム） 

●就労定着支援 

●自立生活援助 

自立支援医療費給付事業 

補装具費給付事業 

自立支援給付 

 

●相談支援                

（関係機関との連絡調整、虐待の防止、  ●地域活動支援センター機能強化 

     成年後見制度の利用支援等）  （創作的活動、生産活動の機会提供、社会 

●意思疎通支援                         との交流促進等） 

（手話通訳派遣等）           ●移動支援 

●手話奉仕員養成研修          ●訪問入浴サービス      

●日常生活用具給付等          ●自動車運転免許取得・改造助成 

●日中一時支援             ●理解促進研修・啓発、自発的活動支援 

地域生活支援事業 

障
が
い
等
の
あ
る
方 

（
児
童
を
含
む
） 

 障がい児通所支援 

 ●児童発達支援 

 ●医療型児童発達支援 

 ●放課後等デイサービス 

 ●保育所等訪問支援 

 ●居宅訪問型児童発達支援 

 

児童福祉法サービス 

障
が
い
等
の
あ
る

児
童 

  障がい児入所支援 

 

神奈川県 

●専門性の高い相談支援 

●広域的な対応が必要な事業 

●人材育成      等 

 

支援 

障がい児相談支援 
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５ サービスの基盤整備に関する基本的な考え方 

令和５年５月に告示された国の基本指針では、次のとおり、障害福祉サービス、相談

支援及び障がい児支援の提供体制の確保に関する基本的な考え方を示し、障がい福祉計

画及び障がい児福祉計画の中で数値目標等を定め、計画的な提供体制の整備を行うこと

を求めています。 

 

【国の基本指針】 

（障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的な考え方） 

① 全国で必要とされる訪問系サービスの保障 

訪問系サービスの充実を図り、全国どこでも必要な訪問系サービスを保障する。 

② 希望する障がい者等への日中活動系サービスの確保 

希望する障がい者等に日中活動系サービスを保障する。 

③ グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備と機能の充実 

地域における居住の場としてのグループホームの充実を図るとともに、希望す

る障がい者への一人暮らし等に向けた支援等の充実を図る。 

④ 福祉施設から一般就労への移行等の推進 

  就労移行支援・就労定着支援事業等の推進により、障がい者の福祉施設から一

般就労への移行及びその定着を進める。 

⑤ 強度行動障害や高次脳機能障害を有する障がい者等に対する支援体制の充実 

  障害福祉サービス等において適切な支援ができるよう、管内のニーズを把握す

るとともに、地域における課題の整理や専門人材の育成、地域資源の開発を行う

など、支援体制の整備を図る。 

⑥ 依存症対策の推進 

  アルコール、薬物及びギャンブル等をはじめとする依存症対策については、地

域において様々な関係機関が密接に連携して依存症である者等やその家族に対

する支援を行う。 

 

 

（相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方） 

①  相談支援体制の充実・強化 

地域における相談支援の中核機関である基幹相談支援センターを設置し、地域

における相談支援体制の充実・強化を図るとともに、基幹相談支援センター、指

定相談支援事業所及び指定障がい児相談支援事業所において地域の相談支援従

事者の育成や支援者支援等を担う人材を計画的に確保する。 

②  地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保 

障害者支援施設、児童福祉施設又は療養介護を行う病院等に入所している障が

い者等の状況を勘案した上で、計画的に地域移行支援に係るサービスの提供体制

の確保を図る。 
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③ 発達障がい者等に対する支援 

保護者等が子どもの発達障がいの特性を理解し、必要な知識や方法を身につけ、

適切な対応ができるよう、ペアレントプログラムやペアレントトレーニング等の

発達障がい者等及びその家族等に対する支援体制を構築する。 

④ 障がい者の自立支援に取組む協議会の活性化 

関係機関、関係団体、障がい者等及びその家族、障がい者等の福祉、医療、教

育又は雇用に関連する職務に従事する者その他の関係者により構成される協議会

を置くように努める。また、協議会の下に設置された専門部会等の活動に当事者

が参画するとともに、障がい者等が安心して地域に住むことができるよう、協議

会と居住支援協議会との連携に努める。 

 

 

（障がい児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方） 

① 地域支援体制の構築 

障がい児通所支援等における障がい児及びその家族に対する支援について、障

がい児の障害種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で提供できるよう、

地域における支援体制の整備を進める。 

② 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

  障がい児通所支援体制整備に当たり、保育所や認定こども園、放課後児童健全

育成事業（放課後児童クラブ）等の子育て支援施策との緊密な連携を図る。 

③ 地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進 

障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する観点から、

児童発達支援センターをはじめとする障がい児通所支援事業所等が、保育所等訪

問支援等を活用し、保育所等の育ちの場において連携・協力しながら支援を行う

体制の構築を推進する。 

④ 特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備 

  重症心身障がい児が身近な地域にある児童発達支援や放課後等デイサービス等

を受けられるよう、地域における重症心身障がい児の人数やニーズを把握すると

ともに、医療的ケア児についても、身近な地域で必要な支援が受けられるように、

地域における医療的ケア児の人数やニーズを把握し、障がい児支援等の充実を図

る。 

⑤ 障がい児相談支援の提供体制の確保 

  障がいの疑いがある段階から障がい児本人や家族に対する継続的な支援を行う

とともに、障がい者に対する相談支援と同様に、障がい児相談支援についても質

の確保及びその向上を図りながら、支援の提供体制の構築を図る。 
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【町の基本的な視点】 

本町では、国の基本指針や県の方向性を踏まえつつ、本町の地域性を考慮し、

次のとおり、障害福祉サービス、相談支援と地域生活支援事業、依存症対策、障

がい児支援の提供体制の確保に努めていきます。 

① 日中活動と生活の場の分離 

障がい者の生活が、施設・病院での２４時間の生活から、日中活動の場と住ま

いの場に分かれ、地域での生活に移行することを見据えて、地域社会と本人との

かかわりや社会参加の場を広げるための基盤整備（創作的活動の場、自立訓練の

場、就労支援の場等の整備）を進めます。 

② 地域生活を支える多様なサービスの創出 

「住まい」、「いきがい」という視点から、地域生活を支える多様なサービスの

創出と充実を図ります。また、依存症への対策など、各関係機関と密接に連携し

ながら、支援体制の充実に努めます。 

③ 障がい種別ではなく、個別の状況に応じたサービスの提供 

身体・知的・精神障がい者に対するサービスが一元化され、さらに発達障がい

者や難病患者等にもサービスの対象が拡大されたことを踏まえて、障がい者がど

の障がい種別に該当するかではなく、一人ひとりの障がい支援度や日常生活上の

問題・課題をとらえ、意思を尊重して必要なサービスを提供します。 

④ 関係機関との連携による障がい児支援サービス等の提供 

   障がい児等に対する支援については、子ども・子育て支援事業の活用も踏まえ

つつ、教育関係機関やサービス提供に関する関連機関との連携を図り、一人ひと

りの児童や家族の状況に応じたサービス等を提供します。 
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本計画では、令和２年度に策定した第６期計画の進捗状況を踏まえ、令和８年度の

目標値（福祉施設の入所者の地域生活への移行、福祉施設から一般就労への移行等）

を設定するとともに、精神障がいに対応する地域包括ケアシステムの構築や地域生活

支援拠点等の整備、障がい児支援に対する体制の整備について、その取組方針を定め

ます。 

 

【目標値設定の基本的な考え方】 

目標値設定にあたって国が示す基本的な考え方は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆令和４年度末現在

の障害福祉サービ

ス利用者 

 （既存の利用者） 

自立訓練や就労移行支援な

ど、自立に向けた障害福祉

サービス等の実施 

目標値の実現 

 

◆特別支援学校等卒業者の進路状況や退院可能な精神障が

い者のサービス利用の見込み 

◆障害者手帳取得者等のサービス利用の伸び 

サービス利用者の増加 

６ 令和８年度の目標値の設定及び体制の整備方針 
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（１） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 

地域生活への移行を進める観点から、令和４年度末時点で福祉施設に入所している

障がい者のうち、今後、自立訓練等を利用し、グループホーム、一般住宅等に移行す

る者の人数について、障がいの程度やサービスの提供基盤等を踏まえて見込みます。   

さらに、新規入所者数を見込んだ上で、令和８年度末における地域生活に移行する

者の目標値を設定します。 

なお、国の基本指針では、令和４年度末時点の施設入所者数から６％以上が地域生

活へ移行することとし、これにあわせて令和８年度末の施設入所者数を令和４年度末

時点の施設入所者数から５％以上削減することを基本としており、本町の実情を踏ま

えつつ、原則国の基本指針に基づき目標を設定します。 

 

 

 

【国の考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆自立訓練事業等の利用 

◆訪問系サービスの充実 

◆グループホーム等の基

盤整備 

 

 

令和４年度末の 

施 設 入 所 者 数 

グループホーム 

一 般 住 宅 等 

令和８年度 

令 和 ４ 年 度 末 の 施 設 

入所者数の６％以上が移行 

新規入所者 

令和４年度 

令和８年度末の 

施 設 入 所 者 数 

 ５％以上削減 



9 

 

【令和８年度の目標値】 

各施設の入所者（令和４年度末現在）に係る、障がいの支援度やサービスの提供基

盤等を勘案した上で、国の基本指針に基づき、相談支援事業所及び障害福祉サービス

事業所とのさらなる連携強化を図り、地域生活への移行を進めていくことを前提に、

令和８年度末時点の施設入所者数の目標値を設定しました。 

 

 

 

 

項  目 第７期計画の目標値 

目標年度（令和８年度末）の入所者数 

      （Ｂ） 
 4１人 

【目標値】削減見込 

      （Ａ－Ｂ） 
            ３人（6.8％）  

【目標値】地域生活への移行者数  3 人（6.8%） 

 

※児童福祉法の改正前に障がい児施設に入所していた１８歳以上の者で、障害者総合

支援法に基づく障害者支援施設に引き続き入所している者（継続入所者）を除いて

設定。 

 

≪目標値の確保に関連する方策≫ 

 グループホームなどにおける障がい者の重度化・高齢化への対応、また、強度行動

障害や医療的ケアに対する専門的支援の確保を図りながら、地域生活支援の充実に努

めます。

項  目 数 値 備  考   【実績値】 

令和４年度末の 

入所者数（Ａ） 
４４人 

平成 21 年度 ５０人  平成 28 年度 ４９人 

平成 22 年度 ４９人  平成 29 年度 ４９人 

平成 23 年度 ５２人  平成 30 年度 ４５人 

平成 24 年度 ５０人  令和 元年度 ４２人 

平成 25 年度 ５１人  令和 ２年度 ４５人        

平成 26 年度 ５２人  令和 ３年度 ４４人 

平成２７年度 ５０人    令和 ４年度 ４４人  
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（２）地域生活支援拠点等の整備 

入所施設から地域生活への移行や自立した在宅生活の継続等を支援するにあたっ

ては、地域における居住の場としてのグループホームの充実を図り、自立訓練事業等

の活用をします。 

また、近隣市町村の相談支援事業所や障害福祉サービス事業所との情報共有・有効

活用などの有機的な連携を図り、地域生活支援を推進するための相談支援を中心とし

た地域生活支援拠点等の体制の整備充実に努めます。 

 

（３）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 精神病床における長期入院患者の地域生活への移行については、精神科病院や地域

の事業者による支援だけでなく、保健・医療・福祉の専門機関との連携を図るととも

に、地域住民の協力を得ながら、差別や偏見のない共生社会の実現に向けた取組みを

行います。 

また、地域の一員として安心した生活ができるよう、保健・医療・福祉関係者等に

よる協議の場として設置している「障がい者協議会｣を活用し、精神障がい（発達障

がい及び高次脳機能障がいを含む）にも対応した地域包括ケアシステムの構築に努め

ます。 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等 

福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和８年度中に一般就労

に移行する者等の目標値を設定します。 

なお、国の基本指針では一般就労に移行する者の目標値の設定にあたっては、①令

和３年度の一般就労への移行実績の１．２８倍以上とすること。併せて、就労移行支

援事業、就労継続支援 A 型事業、就労継続支援 B 型事業利用者の一般就労への移行

についても目標を設定すること。②就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する

者のうち、７割が就労定着支援事業を利用すること。③就労定着支援事業所のうち、

令和８年度の就労定着支援事業の利用終了後における就労定着率が 7 割以上となる

事業所の割合を 2 割 5 分以上とすることを基本としており、本町の実情を踏まえつ

つ、原則として国の基本指針に基づき目標値を設定します。 

 

 

 ①一般就労への移行 

 

                                             

 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

                 

   

 

②就労定着支援事業利用者数 

  令和８年度における就労移行支援事業所等を通じて、一般就労に移行する者のう

ち、７割が就労定着支援事業を利用することを基本とします。 

 

③就労定着支援事業所 

令和８年度の就労定着率が、７割以上となる事業所を全体の２割５分以上とする

ことを基本とします。 

 

基 準 時 点 の 

一般就労への 

移 行 者 数 

◆就労移行支援事業等の利用 

令和３年度の 

移行実績の 

１．２８倍以上 

  令和８年度 

 

 令和３年度 

【国の考え方】 

令和３年度 

一般就労への移行実績 

就労移行支援の利用 

⇒１．３１倍以上 

就労継続 A 型の利用 

⇒１．２９倍以上 

就労継続 B 型の利用 

⇒１．２８倍以上 

  令和８年度 

 

 

◆就労移行支援事業の利用 

◆就労継続支援 A 型事業の利用 

◆就労継続支援 B 型事業の利用 

 

 

基 準 時 点 の 

一般就労への 

移 行 者 数 
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【令和 8 年度の目標値】 

福祉施設から就労移行支援や就労継続支援を経て、障がい者就業・生活支援センター

やハローワーク等の関係機関との連携・協力を得ながら、①一般就労へ移行する人数（ア、

就労移行支援事業利用者の一般就労への移行者数、イ、就労継続支援Ａ型事業利用者の

一般就労への移行者数、ウ、就労継続支援Ｂ型事業利用者の一般就労への移行者数も併

せて見込む）、②一般就労者における就労定着支援事業利用者の割合、③就労定着率が一

定期間において７割以上の就労定着支援事業所の割合を設定しました。 

 

項  目 数 値 備 考   【実績値】 

令和３年度の年間 

一般就労移行者数 
４人 

平成 21 年度  ０人  平成 28 年度  ８人 

平成 22 年度  １人  平成 29 年度  ３人 

平成 23 年度  ０人  平成 30 年度  ５人 

平成 24 年度  ２人  令和 元 年度  6 人 

平成 25 年度  ３人  令和 ２ 年度  ９人 

平成 26 年度  ５人    令和 ３ 年度  4 人 

平成 27 年度  ５人   

 

 

項  目 数 値 

令和３年度 就労移行支援事業利用者の一般就労移行者数 ３人 

令和３年度 就労継続支援Ａ型事業利用者の一般就労移行者数 １人 

令和３年度 就労継続支援Ｂ型事業利用者の一般就労移行者数 ０人 

 

項  目 第７期計画の目標値 

① 【目標値】令和８年度の年間一般就労移行者数（ア+イ+ウ） 7 人（1.75 倍） 

ア【目標値】令和８年度の就労移行支援事業利用者の一 

       般就労への移行者数          
4 人（1.33 倍）  

イ【目標値】令和８年度の就労継続支援Ａ型事業利用者 

      の一般就労への移行者数        
２人（2.00 倍） 

ウ【目標値】令和８年度の就労継続支援Ｂ型事業利用者 

の一般就労への移行者数        
  １人 

② 【目標値】一般就労者における就労定着支援事業利用者の   

割合（令和８年度時点）                         
70％以上 

③  【目標値】就労定着率が７割以上の就労定着支援事業所の 

割合（令和８年度時点）         
25％以上 

内訳 
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≪目標値の確保に関連する方策≫ 

 就労・雇用に関する相談等の支援を推進するとともに、国等による障がい者就労施設 

等からの物品等の調達の推進等に関する法律を踏まえ、調達推進に関する方針に基づ 

く調達目標の設定等、障がい者就労施設等の受注機会の拡大に努めます。 

 

（５）相談支援体制の充実・強化等 

障がいの種別や各種のニーズに対応できる総合的・専門的な支援を実施するため、相

談支援専門員、相談支援事業所職員による事業者に対する訪問等による専門的な指導・

助言や、相談支援事業者への人材育成支援、連携強化等を通じ、地域の相談支援体制の

強化に努めます。 

 

（６）障がい児支援の提供体制の整備等 

  サービスの基盤整備に関する基本的な考え方を踏まえ、児童発達支援センター｢ひま

わりの家｣を中核とした重層的な支援体制を充実させ、医療・教育等関連機関との連携

を図りながら、重症心身障がい児にも対応する児童発達支援や保育所等訪問支援を継続

実施するとともに、重症心身障がい児に対応する放課後等デイサービス事業所の確保に

ついては、相談支援事業所との連携による近隣市町村の事業所も含めた利用調整に努め

ます。 

 また、県が実施する難聴児支援のための中核的機能を有する体制を構築するために、

引き続き、県と連携しながら、支援の強化を図ります。 

さらに、医療的ケア児センターと連携するとともに、医療的ケア児への支援として、

保育・保健・教育・福祉に関する関係機関や児童発達支援センター、相談支援事業所等

で構成する「早期療育・子育て支援に関する検討会議」を活用するほか、本分野の支援

調整を行う「コーディネーター」を配置し相談調整の充実に努めます。 

 

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組体制の構築 

 障害者総合支援法の具体的内容の理解を促進する観点から、県が実施する障害福祉サ

ービス等に係る研修や、事業所向けの研修への聴講等に町担当職員が積極的に参加する

ことで、事業所の仕事内容の理解につなげていきます。 

 また、県が実施する指導監査の結果等を事業所等と共有することで、適切な障害福祉

サービスの提供につなげ、サービス等の質の向上を図るための体制づくりに努めます。 
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７ 障害福祉サービス等の実施内容と見込量及び見込

量確保のための方策 
 
介護給付、訓練等給付などの自立支援給付により実施される障害福祉サービスの実

施内容は、次のとおりです。 

自立支援給付により実施される障害福祉サービス等の各年度における１か月あた

りの見込量を設定し、見込量を確保するための方策を定めます。 

 なお、各サービス等の見込量については、これまでの利用推移や実績、支給決定の

状況などを踏まえ、推計しています。（地域生活支援事業と障がい児通所支援事業等

も同様） 

（１）訪問系サービス 

訪問系サービスは、在宅で訪問を受けたり、同行などによって利用するサービスで

す。具体的には、①居宅介護、②重度訪問介護、③同行援護、④行動援護、⑤重度障

害者等包括支援があります。 

事業名 主な対象者 実施内容 

① 居宅介護 
障がい者（障害支援区分１以

上）、障がい児 

自宅で、入浴、排せつ、食事

の介護や家事等を行います。 

② 重度訪問介護 

重度の要介護状態にあり、二肢

以上に麻痺のある身体障がい

者、重度の知的障がい者、重度

の精神障がい者 

（障害支援区分 4 以上） 

重度の常に介護を必要とす

る人に、自宅で、入浴、排せ

つ、食事の介護、外出時にお

ける移動中の介護などを総

合的に行います。 

③ 同行援護 

視覚障がいにより、移動に著し

い困難を有する障がい児（者） 

移動に著しい困難を有する

人に、外出時において同行

し、移動に必要な情報を提供

するとともに、移動の援護等

を行います。 

④ 行動援護 

自閉症、てんかん等のある重度

の知的障がい児（者）、統合失調

症等のある重度の精神障がい者

で常時介護を要する人（障害支

援区分３以上） 

自己判断能力が制限されて

いる人が行動するときに、危

険を回避するために必要な

支援、外出支援を行います。 

⑤ 重度障害者等 

包括支援 

指定難病の筋萎縮性側索硬化症

等の極めて重度の身体障がい

者、強度行動障がいのある極め

て重度の知的障がい者、極めて

重度の精神障がい者 

介護の必要性がとても高い

人に、居宅介護など複数のサ

ービスを包括的に行います。 
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【第６期計画期間の計画値及び実績値】 

事業名 
年

度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

計

画 

49 人分 

976 時間分 

51 人分 

997 時間分 

53 人分 

1,018 時間分 

実

績 

63 人分 

１,２２０時間分 

75 人分 

1,２５５時間分 

69 人分 

１,２６０時間分 

※人分とは、１か月あたりの利用者数 

※時間分とは、１か月あたりの延べ利用時間 

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 

 

【第７期計画期間のサービス見込量】 

事業名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

居宅介護 

重度訪問介護 

同行援護 

行動援護 

重度障害者等包括支援 

71 人分 

1,301 時間分 

73 人分 

1,344 時間分 

76 人分 

1,387 時間分 

 

居宅介護 
61 人分  

1,014 時間分 

63 人分  

1,047 時間分 

65 人分  

1,081 時間分 

重度訪問介護 
0 人分  

0 時間分 

0 人分  

0 時間分 

0 人分  

0 時間分 

同行援護 
6 人分  

247 時間分 

6 人分  

255 時間分 

7 人分  

263 時間分 

行動援護 
4 人分  

40 時間分 

   4 人分 

42 時間分 

4 人分  

43 時間分 

重度障害者等包括支援 
0 人分  

0 時間分 

0 人分  

0 時間分 

0 人分  

0 時間分 

※人分とは、１か月あたりの利用者数 

※時間分とは、１か月あたりの延べ利用時間 

 

≪見込量確保のための方策≫ 

相談支援事業所や障害福祉サービス事業所などとの連携のもとで、入所施設等から

自宅での生活や共同生活を始める（地域移行）方の支援や在宅生活者の生活の安定に

向けたサービスの確保に努めます。 
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（２）日中活動系サービス 

日中活動系サービスは、入所施設等で昼間の活動を支援するサービスを行います。

具体的には、①生活介護、②療養介護、③自立訓練（機能訓練）、④自立訓練（生活訓

練）、⑤就労移行支援、⑥就労継続支援（Ａ型）、⑦就労継続支援（Ｂ型）、⑧就労定着

支援、⑨短期入所があります。 

 

事業名 主な対象者 実施内容 

①生活介護 

常時介護を必要とする人で、障害支援区分

３以上の人（５０歳以上の場合は、障害支

援区分２以上） 

常に介護を必要とする人

に、昼間、入浴、排せつ、

食事の介護等を行うとと

もに、創作的活動又は生産

活動の機会を提供します。 

 

②療養介護 

病院等への長期の入院による医療に加え、

常時介護を必要とする人で 

・筋萎縮性側索硬化症患者など呼吸管理を

行っている人で障害支援区分６以上の人 

・進行性筋萎縮症者、重症心身障がい者で、

障害支援区分５以上の人 

・重症心身障がい者又は進行性筋萎縮症患

者 

・医療的ケアの判定スコア 16 点以上の人 

・障害支援区分の認定調査項目のうち行動

関連項目等の合計点数が 10 点以上で、

医療的スコアが８点以上の人 

・遷延性意識障がい者であって、医療的ケ

アの判定スコアが 8 点以上の人 など 

 

 

医療と常時介護を必要と

する人に、医療機関で機能

訓練、療養上の管理、看護、

介護及び日常生活の支援

を行います。 

③自立訓練 

（機能訓練） 

地域生活を営む上で、身体機能・生活能力

の維持・向上のため、支援が必要な身体障

がい者 

自立した日常生活、社会生

活ができるよう、一定期

間、身体機能の向上のため

に必要な訓練を行います。 

 

④自立訓練 

（生活訓練） 

地域生活を営む上で、身体機能・生活能力

の維持・向上のため、支援が必要な知的・

精神障がい者 

自立した日常生活、社会生

活ができるよう、一定期

間、生活能力の向上のため

に必要な訓練を行います。 
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事業名 主な対象者 実施内容 

⑤就労移行支援 

一般就労等を希望し、知識・能力の向上、

職場開拓等を通じ、企業等への雇用や在宅

就労が見込まれる人（６５歳未満） 

一般企業等への就労を希

望する人に、一定期間、就

労に必要な知識・能力の向

上のために必要な訓練を

行います。 

⑥就労継続支援 

（Ａ型） 

就労に必要な知識･能力の向上を図ること

により、事業所において雇用契約に基づく

就労が可能と見込まれる人で（利用開始時

に６５歳未満） 

・就労移行支援により一般企業の雇用に結

びつかなかった人 

・特別支援学校を卒業して雇用に結びつか

なかった人 

・就労経験があり、一般企業を離職した人 

①事業所内で雇用契約に

基づく就労機会を提供

します。 

②一般企業等での就労に

必要な知識・能力が高ま

った場合は、一般就労へ

の移行に向けた支援を

目的として、必要な指導

等を行います。 

※労働基準法など関係法

規を遵守する必要があ

ります。 

⑦就労継続支援 

（Ｂ型） 

就労の機会を通じて、生産活動に係る知

識・能力の向上や維持が期待される人で 

・就労移行支援を利用したが、企業や就労

継続支援（Ａ型）の雇用に結びつかなか

った人 

・一般企業等での就労経験はあるが、年齢

や体力の面から就労が困難となった人 

・５０歳に達している人 

・企業等の雇用、就労移行支援、就労継続

支援（Ａ型）の利用が困難と判断された人 

①就労の機会や生産活動

の機会を提供します。

（雇用契約は締結しな

い） 

②一般企業等での就労に

必要な知識・能力が高ま

った場合は、一般就労へ

の移行に向けた支援を

目的として、必要な指導

等を行います。 

⑧就労定着支援 

 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移

行した障がい者で、就労に伴う環境変化に

より生活面の課題が生じている人 

障がい者と相談し、生活面 

の課題に関する関係調整

など、課題解決に必要な支

援を行います。 

⑨短期入所 

［福祉型］ 

障がい者（障害支援区分１以上）、障がい児 

［医療型］ 

・遷延性意識障がい児（者）、筋萎縮性側索

硬化症等のニューロン疾患の分類に属する

疾患を有する者 

・重症心身障がい児（者）等 

自宅で介護する人が病気

の場合などに、短期間、夜

間も含め施設で、入浴、排

せつ、食事の介護等を行い

ます。 
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【第６期計画期間の計画値及び実績値】 

事業名 
年

度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

① 生活介護 

計

画 

   9８人分 

1,960 人日分 

   99 人分 

1,980 人日分 

   100 人分 

2,000 人日分 

実

績 

   90 人分 

1,839 人日分 

   89 人分 

1,830 人日分 

  91 人分 

1,815 人日分 

② 療養介護 

計

画 
７人分 ７人分 ７人分 

実

績 
６人分 ６人分 6 人分 

③ 自立訓練（機能訓練） 

計

画 

 1 人分 

5 人日分 

 1 人分 

5 人日分 

 １人分 

５人日分 

実

績 

2 人分 

23 人日分 

1 人分 

22 人日分 

1 人分 

20 人日分 

④ 自立訓練（生活訓練） 

計

画 

 ９人分 

189 人日分 

 9 人分 

189 人日分 

 9 人分 

189 人日分 

実

績 

   11 人分 

237 人日分 

   9 人分 

193 人日分 

 10 人分 

192 人日分 

⑤ 就労移行支援 

計

画 

   14 人分 

238 人日分 

   15 人分 

255 人日分 

   15 人分 

255 人日分 

実

績 

 9 人分 

137 人日分 

 8 人分 

164 人日分 

 10 人分 

180 人日分 

⑥ 就労継続支援（Ａ型） 

計

画 

28 人分 

532 人日分 

 29 人分 

551 人日分 

 30 人分 

570 人日分 

実

績 

 18 人分 

350 人日分 

 19 人分 

383 人日分 

 21 人分 

395 人日分 

⑦ 就労継続支援（Ｂ型） 

計

画 

   114 人分 

2,052 人日分 

  116 人分 

2,088 人日分 

  118 人分 

2,124 人日分 

実

績 

121 人分 

2,193 人日分 

120 人分 

2,186 人日分 

123 人分 

2,209 人日分 

⑧ 就労定着支援 

計

画 
9 人分 10 人分 11 人分   

実

績 
12 人分 9 人分 ４人分  

⑨短期入所 

福祉型 

計

画 

 12 人分 

156 人日分 

 13 人分 

169 人日分 

 14 人分 

182 人日分 

実

績 

 6 人分 

32 人日分 

 14 人分 

97 人日分 

 9 人分 

70 人日分 

医療型 

計

画 

 1 人分 

6 人日分 

 1 人分 

6 人日分 

 1 人分 

6 人日分 

実

績 

0 人分 

0 人日分 

0 人分 

0 人日分 

1 人分 

1 人日分 

※人分とは、１か月あたりの利用者数  ※人日分とは、１か月あたりの延べ利用日数 

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 
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【第７期計画期間のサービス見込量】 

事業名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

① 生活介護 
94 人分 

1,874 人日分 

97 人分 

1,935 人日分 

100 人分 

1,997 人日分 

② 療養介護 6 人分 6 人分 7 人分 

③ 自立訓練（機能訓練） 
1 人分 

21 人日分 

1 人分 

21 人日分 

1 人分 

22 人日分 

④ 自立訓練（生活訓練） 
10 人分 

198 人日分 

11 人分 

205 人日分 

11 人分 

211 人日分 

⑤ 就労移行支援 
10 人分 

186 人日分 

11 人分 

192 人日分 

11 人分 

198 人日分 

⑥ 就労継続支援（Ａ型） 
 22 人分 

408 人日分 

22 人分 

421 人日分 

 23 人分 

435 人日分 

⑦ 就労継続支援（Ｂ型） 
  127 人分 

2,281 人日分 

  131 人分 

2,354 人日分 

  135 人分 

2,431 人日分 

⑧ 就労定着支援  4 人分 4 人分 4 人分 

⑨ 短期入所 

福祉型 
9 人分 

72 人日分 

10 人分 

75 人日分 

10 人分 

77 人日分 

医療型 
1 人分 

1 人日分 

1 人分 

1 人日分 

1 人分 

1 人日分 

※人分とは、１か月あたりの利用者数 

※人日分とは、１か月あたりの延べ利用日数 

 

≪見込量確保のための方策≫ 

相談支援事業所との連携を図り、利用者のニーズに対応したサービス提供が行える

よう努めます。 

また、サービス事業者に対し、適正な事業実施についての指導・助言を行います。 
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（３）居住系サービス 

居住系サービスは、入所施設等で住まいの場としてのサービスを行います。具体的

には、①共同生活援助（グループホーム）、②施設入所支援、③自立生活援助があり

ます。 

 

事業名 主な対象者 実施内容 

①共同生活援助 

（グループホーム） 

身体障がい者、知的障がい

者、精神障がい者で、障害

支援区分の認定を受けてい

る人 

夜間や休日、共同生活を行

う住居で、入浴、排せつ、

食事等の介護や日常生活上

の相談等の援助を行いま

す。 

②施設入所支援 

・生活介護の対象者 

・自立訓練・就労移行支援

の利用者で、生活能力上、

単身の生活が困難な人や

地域の社会資源の状況か

ら通所が困難な人 

施設に入所している人に夜

間や休日、入浴、排せつ、

食事の介護等を行います。 

③自立生活援助 

障害者支援施設やグループ 

ホーム等を利用していた障 

がい者で一人暮らしを希望 

する人等 

定期的または随時に利用者

宅を訪問し、食事・排せつ・

掃除などの課題、金銭管理、

体調、地域住民との関係な

どを確認し、必要な助言や

連絡調整を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



21 

 

【第６期計画期間の計画値及び実績値】 

事業名 
年

度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

①共同生活援助 
（グループホーム） 

計

画 
66 人分 68 人分 70 人分 

実

績 
69 人分 72 人分 73 人分 

 

②施設入所支援 

計

画 
43 人分 42 人分 41 人分 

実

績 
44 人分 44 人分 43 人分 

③自立生活援助 

計

画 
１人分 １人分 １人分 

実

績 
0 人分 0 人分 0 人分 

※人分とは、１か月あたりの利用者数 

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 

 

 

【第７期計画期間のサービス見込量】 

事業名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

①共同生活援助 
（グループホーム） 

75 人分 78 人分 80 人分 

②施設入所支援 42 人分 41 人分 41 人分 

③自立生活援助 1 人分 1 人分 1 人分 

※人分とは、１か月あたりの利用者数 

 

 

≪見込量確保のための方策≫ 

相談支援事業所や障害福祉サービス事業所などとの連携のもと、安定した居住支援

サービスの提供に努めます。 
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（４）相談支援 

 相談支援は、障害福祉サービスの利用に必要な計画作成や地域生活への移行等を支援し

ます。具体的には、①計画相談支援、②地域相談支援、③地域計画相談があります。 

 

事業名 主な対象者 実施内容 

①計画相談支援 

（サービス利用支援、 

継続サービス利用支援） 

障害福祉サービス又は地域

相談支援を利用するすべて

の障がい児（者） 

支給決定又は支給決定の変更

前に、サービス等利用計画案

を作成するとともに、事業者

等との連絡調整、利用状況の

検証（モニタリング）を行い

ます。 

②地域相談支援 

（地域移行支援） 

障害者支援施設に入所又は

精神科病院に入院している

障がい者 

住居の確保等、地域生活に移

行するための活動に関する相

談や便宜の供与を行います。 

③地域計画相談 

（地域定着支援） 

居宅において単身で生活す

るなど、同居家族による支

援を受けられない障がい者 

常時の連絡体制を確保し、緊

急の事態等に相談、訪問、対

応等を行います。 
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【第 6 期計画期間の計画値及び実績値】 

事業名 
年

度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

①計画相談支援 

（サービス利用支援、 

継続サービス利用支援） 

計

画 
18 人分 20 人分 22 人分 

実

績 
15 人分 16 人分 8 人分 

②地域相談支援 

（地域移行支援） 

計

画 
12 人分 12 人分 12 人分 

実

績 
0 人分 2 人分 0 人分 

③地域計画相談 

（地域定着支援） 

計

画 
12 人分 12 人分 12 人分 

実

績 
0 人分 1 人分 1 人分 

※人分とは、１か月あたりの利用者数 

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 

※①は１か月あたりの利用者数、②、③は年間の利用者数 

 

【第７期計画期間のサービス見込量】 

事業名 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

①計画相談支援 

（サービス利用支援、 

継続サービス利用支援） 

8 人分 9 人分 9 人分 

②地域相談支援 

（地域移行支援） 
1 人分 1 人分 1 人分 

③地域計画相談 

（地域定着支援） 
1 人分 1 人分 1 人分 

※①は１か月あたりの利用者数、②、③は年間の利用者数 

 

≪見込量確保のための方策≫ 

相談支援事業所の確保や育成に努めるとともに、関係者と連携し利用者のニーズに

基づいた相談支援の提供に努めます。 
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８ 地域生活支援事業の実施内容と見込量及び見込

量確保のための方策 
 

地域生活支援事業は、障害者総合支援法に基づく自立支援給付による障害福祉サー

ビス等とともに、障がいのある方が地域で安心して暮らせる社会の実現に向けて、総

合的な支援システムの一翼を担う重要な事業です。 

本町においては、地域生活支援事業の実施にあたり、次の２つの基本的な考え方を

重視しながら、事業の計画的・効果的な実施に努めます。 

 

１．移動支援事業、日中一時支援事業をはじめ、障がい者やその介護者のニー 

ズに応じた各種制度を活用したサービス提供体制の確保に努めます。 

 

２．障がいの種別を問わず、実効性のある障がい者ケアマネジメントが行える 

相談支援体制をつくり、当事者の生活を支援する仕組みを確保します。 

 

なお、本町の地域生活支援事業の実施内容は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

これらの地域生活支援事業のうち、サービス提供体制を確保するために必要と認め

られる主な事業について、各年度における１か月あたりの見込量を設定し、見込量確

保のための方策を定めます。 

 

 

 

相談支援事業 意思疎通支援事業 

訪問入浴サービス事業 日中一時支援事業 

自動車運転免許取得・改造助成事業 

地域活動支援センター事業 

日常生活用具給付等事業 

移動支援事業 

手話奉仕員養成研修事業 

理解促進研修･啓発、自発的活動支援事業 

【地域生活支援事業】 
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（１）相談支援事業 

障がい者やその家族からの相談に応じて、必要な情報の提供及び助言、サービスの

利用支援、虐待の防止など権利擁護のための支援を行います。 

 

【第６期計画期間の計画値及び実績値】 

事業名 
年

度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

相談支援事業     

 

相談支援事業     

 

障がい者相談支援事業 

計

画 
2 か所 2 か所 2 か所 

実

績 
2 か所 2 か所 2 か所 

地域障がい者協議会 

（自立支援協議会） 

計

画 
1 か所 1 か所 1 か所 

実

績 
1 か所 1 か所 1 か所 

基幹相談支援センター等

機能強化事業 

計

画 
2 か所 2 か所 2 か所 

実

績 
2 か所 2 か所 2 か所 

成年後見制度利用支援 

事業 

計

画 
2 人 2 人 2 人 

実

績 
1 人 １人 1 人 

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 
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【第７期計画期間のサービス見込量】 

事業名 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

相談支援事業    

 相談支援事業    

 

 

障がい者相談支援事業 2 か所 2 か所 2 か所 

地域障がい者協議会 

（自立支援協議会） 
1 か所 1 か所 1 か所 

基幹相談支援センター等機

能強化事業 
2 か所 2 か所 2 か所 

成年後見制度利用支援事業 1 人 1 人 1 人 

 

 

≪見込量確保のための方策≫ 

相談支援事業所に委託し、身体障がい、知的障がい、精神障がい等の様々な障がい

者やその介助者等からの相談に応じ、必要な支援を行います。 

また、「障がい者協議会（自立支援協議会）」を中心として、様々な相談機能を活用

しながら、関係機関・団体等との連携強化を図り、基幹相談支援センターの設置など、

地域のニーズや実情に応じた総合的な相談・支援体制の充実を図ります。 
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（２）意思疎通支援事業 

手話通訳者、要約筆記者を派遣し、意思疎通を図ることに支障がある障がい者と他

の者の意思疎通を仲介します。 

 

【第６期計画期間の計画値及び実績値】                 

事業名 
年

度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

意思疎通支援事業 

計

画 
3 人 3 人 3 人 

実

績 
２人 3 人 3 人 

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 

 

 

【第７期計画期間のサービス見込量】 

事業名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

意思疎通支援事業 3 人 3 人 3 人 

※１か月あたりの利用者数 

 

≪見込量確保のための方策≫ 

手話通訳者及び要約筆記者の派遣事業の実施者（社会福祉法人神奈川県聴覚障害者

総合福祉協会）に依頼し、派遣を実施するとともに、事業についての周知・啓発を行

います。 

また、手話奉仕員養成研修事業を継続実施し、地域で手話のできる人材の育成に努

めます。 
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（３）地域活動支援センター事業 

地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等

の便宜を供与する地域活動支援センターの機能を充実強化し、障がい者の地域生活支

援の促進を図ります。 

 

【第６期計画期間の計画値及び実績値】 

事業名 
年
度 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域活動支援センター 

計
画 

  1 か所   1 か所 1 か所 

実
績 

  １か所   １か所 １か所 

 

地域活動支援センター利用者数 

計
画 

20 人 22 人 24 人 

実
績 

 16 人   21 人 27 人 

 

基礎的事業 

計
画 

1 か所 1 か所 1 か所 

実
績 

1 か所 1 か所 1 か所 

機能強化事業 

計
画 

0 か所 0 か所 1 か所 

実
績 

0 か所 0 か所 0 か所 

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 

※機能強化事業は１日あたりの平均利用者数１０人以上が必要 

 

【第７期計画期間のサービス見込量】 

事業名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

地域活動支援センター 1 か所 1 か所 1 か所 

 

地域活動支援センター利用者数   28 人 29 人 30 人 

 
基礎的事業 1 か所 1 か所 1 か所 

機能強化事業 1 か所 1 か所 1 か所 

※利用者数は１か月あたりの利用者数 

 

≪見込量確保のための方策≫ 

相談支援事業所や実施事業所との連携を図り、地域活動支援センターの充実に努め

ます。 



29 

 

（４）移動支援事業 

社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出に対する移動

の支援を行います。 

 

【第６期計画期間の計画値及び実績値】                  

事業名 
年

度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

移動支援事業 

計

画 

30 人分 

552 時間 

36 人分 

663 時間 

42 人分 

773 時間 

実

績 

28 人分 

381.5 時間 

29 人分 

361 時間 

30 人分 

439 時間 

※上段：１か月あたりの利用者数  下段：１か月あたりの利用時間 

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 

 

【第 7 期計画期間のサービス見込量】                       

事業名 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 

移動支援事業 
31 人分 

453 時間 

32 人分 

468 時間 

33 人分 

483 時間 

※上段：１か月あたりの利用者数  下段：１か月あたりの利用見込時間 

 

≪見込量確保のための方策≫ 

相談支援事業所と連携した適切なサービス提供に努め、実施事業所の確保とともに、

事業についての周知・啓発を行います。 
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（５）日中一時支援事業 

家族の就労支援や一時的な休息などの目的に応じて、宿泊を伴わず、障がい者の日

中における活動の場を提供します。 

  

【第６期計画期間の計画値及び実績値】 

事業名 
年

度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

日中一時支援事業 

計

画 

5 か所 

18 人 

5 か所 

18 人 

5 か所 

18 人 

実

績 

5 か所 

7 人 

9 か所 

30 人 

5 か所 

８人 

※上段：実施箇所数 下段：１か月あたりの利用者数 

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 

 

【第７期計画期間のサービス見込量】 

事業名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

日中一時支援事業 
5 か所 

8 人 

5 か所 

9 人 

6 か所 

9 人 

※上段：実施箇所数 下段：１か月あたりの利用者数 

 

≪見込量確保のための方策≫ 

相談支援事業所と連携した適切なサービス提供に努め、実施事業所の確保とともに、

事業についての周知・啓発を行います。 
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９ 障がい児通所支援事業等の実施内容と見込量及

び見込量確保のための方策 
 

第３期障がい児福祉計画として、児童福祉法に基づく障がい児通所支援により実施

されるサービスや障がい児相談支援の各年度における１か月あたりの見込量を設定し、

見込量を確保するための方策を定めます。 

障がい児通所支援事業等のうち児童発達支援などにより実施される障がい児通所支

援サービスの実施内容は、次のとおりです。 

 

（１）障がい児通所支援事業 

障がい児通所支援事業は、障がい等のある児童が通所や訪問などによって利用する

サービスです。具体的には、①児童発達支援、②医療型児童発達支援、③放課後等デ

イサービス、④保育所等訪問支援、⑤居宅訪問型児童発達支援があります。 

 

事業名 主な対象者 実施内容 

 

①児童発達支援 

 

身体、知的、精神に障が

いのある児童、又は診

断・判定を受けた療育が

必要な児童 

日常生活の基本的な動作や

集団生活への適応に必要な

支援を行います。 

②医療型児童発達支援 

肢体不自由があり理学

療法等の訓練又は医療

的管理下での支援が必

要な障がい児 

児童発達支援及び治療を行

います。 

③放課後等デイサービス 

学校の授業終了後や休

業日の支援が必要な障

がい等のある児童 

生活能力の向上や社会との

交流を促すために必要な支

援を行います。 

④保育所等訪問支援 

保育所等集団生活を営

む施設に通う障がい児 

障がい児以外の児童との集

団生活に適応するための専

門的な支援を行います。 

⑤居宅訪問型児童発達支援 

重症心身障がい児等で

障がい児通所支援を受

けるための外出が著し

く困難な障がい児 

障がい児の居宅を訪問し、日

常生活の基本的な動作や技

能を得るための支援を行い

ます。 
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【第２期障がい児福祉計画期間の計画値及び実績値】 

事業名 
年

度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

①児童発達支援 

計

画 

44 人分 

440 人日分 

46 人分 

460 人日分 

48 人分 

480 人日分 

実

績 

47 人分 

509 人日分 

42 人分 

461 人日分 

41 人分 

398 人日分 

②医療型児童発達支援 

計

画 

１人分  

5 人日分 

 1 人分  

5 人日分 

 1 人分  

 ５人日分 

実

績 

0 人分  

0 人日分 

0 人分  

0 人日分 

0 人分  

0 人日分 

③放課後等デイサービス 

計

画 

88 人分 

968 人日分 

91 人分 

1,001人日分 

94 人分 

1,034人日分 

実

績 

83 人分 

971 人日分 

100 人分 

1,313人日分 

113 人分 

1,445人日分 

④保育所等訪問支援 

計

画 

5 人分 

10 人日分 

6 人分 

12 人日分 

7 人分 

14 人日分 

実

績 

0 人分 

0 人日分 

3 人分 

8 人日分 

０人分 

０人日分 

⑤居宅訪問型児童発達支援 

計

画 

１人分 

３人日分 

１人分 

３人日分 

１人分 

３人日分 

実

績 

0 人分 

0 人日分 

0 人分 

0 人日分 

0 人分 

０人日分 

※上段：１か月あたりの利用者数、下段：１か月あたりの延べ利用日数  

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 

 

【第３期障がい児福祉計画期間のサービス見込量】 

事業名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

①児童発達支援 
42 人分 

411 人日分 

44 人分 

424 人日分 

45 人分 

438 人日分 

②医療型児童発達支援 
0 人分  

0 人日分 

0 人分 

0 人日分 

0 人分 

0 人日分 

③放課後等デイサービス 
117 人分 

1,492 人日分 

120 人分 

1,540 人日分 

124 人分 

1,590 人日分 

④保育所等訪問支援 
3 人分 

8 人日分 

3 人分 

9 人日分 

3 人分 

9 人日分 

⑤居宅訪問型児童発達支援 
0 人分 

0 人日分 

0 人分 

0 人日分 

0 人分 

0 人日分 

※人分とは、１か月あたりの利用者数 ※人日分とは、１か月あたりの延べ利用日数 
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≪見込量確保のための方策≫ 

相談支援事業所や障がい児通所サービス事業所などとの連携のもと、児童や家族の   

ニーズに応じた障がい児等への適切なサービスの提供に努めます。 

 

（２）障がい児相談支援事業 

 障がい児相談支援は、障がい児の通所サービス等の利用に必要な計画作成やモニタリン

グを支援します。また、医療的ケア児等コーディネーターを配置し、医療的ケア児等に対

する相談支援を推進します。 

 

【第２期障がい児福祉計画期間の計画値及び実績値】 

事業名 
年

度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障がい児計画相談支援 

（サービス利用計画作成） 

計

画 
１人分    ２人分 ３人分 

実

績 
0 人分 ２人分 ０人分 

※人分とは、１か月あたりの利用者数 

※令和３年度、令和４年度の実績は３月の実績、令和５年度の実績は 6 月の実績 

 

 

 

 

 

 

   

事業名 主な対象者 実施内容 

障がい児計画相談支援 

（サービス利用計画作成） 

障がい児通所支援等の

サービスを利用する障

がい児 

支給決定又は支給決定の変

更前に、サービス等利用計画

案を作成するとともに、事業

者等との連絡調整、利用状況

の検証（モニタリング）を行

います。 

医療的ケア児等コーディ 

ネーターの配置 

医療的ケア児等とその

家族 

サービスを紹介するととも

に、関係機関と医療的ケア児

等とその家族をつなぐため

の支援を行います。 
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【第３期障がい児福祉計画期間のサービス見込量】 

事業名 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

障がい児計画相談支援 

（サービス利用計画作成） 
2 人分 2 人分 2 人分 

医療的ケア児等コーディネー

ターの配置（新規） 
１人  １人  １人  

※人分とは、１か月あたりの利用者数  

 

≪見込量確保のための方策≫ 

相談支援事業所との連携を図り、利用者や保護者のニーズに沿った障がい児相談支援の

提供に努めます。 

また、障がい児の支援については、教育・保育等の関係機関との連携を図りながら、障

がいの多様化・重度化に対応するための相談、専門的な支援やサービス利用調整などを行

うため、愛川町児童発達支援センター「ひまわりの家」を中核とした支援体制の充実・整

備に努めるとともに、医療的ケア児等コーディネーターを配置し、相談支援を行います。 
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１０ 計画の推進体制 
 

この計画を推進するためには、本町のみならず、関連する行政組織、関係機関・団体、

事業者との連携を図りながら、計画の進捗状況の定期的な評価を実施するなど、ＰＤＣ

Ａサイクルの考えを取り入れながら、取り組んでいく必要があります。 

計画の推進体制は次のとおりとします。 

（１）実施体制 

 この計画は、障害者基本法に基づく「第３次愛川町障がい者計画」に掲げる障がい者

施策の方向性との整合性を図りながら、具体的な取組みや体制の整備状況を計画的に推

進するためのものであり、両計画に含まれる分野は、地域生活支援、保健・医療、相談

支援、教育・保育、就労、バリアフリーの推進、権利擁護など様々な分野にわたってい

ます。 

このため、福祉支援課が中心となり、各部局、関係機関・団体、当事者などとの連携

を図りながら、総合的かつ効果的な計画の実施を図ります。 

 

（２）計画の点検及び評価 

この計画の推進にあたっては、計画に盛り込んだ内容について、毎年度点検し、目標

の達成状況や次期計画の策定に向けての評価を実施します。 

 なお、点検及び評価については、保健・医療、福祉の関係機関・団体の代表者等で構

成する「愛川町福祉のまちづくり推進委員会」が継続して行います。 
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資料編 

１ 計画策定の経過 

日時 各種調査・会議等 内容 

令和５年 

令和５年４月 
神奈川県障がい福祉に
係る計画策定のための
市町村会議 

・神奈川県の計画の方向性 

・国基本指針等確認 

令和５年９月 
愛川町障がい者計画等
策定連絡調整会議 

・障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

 （素案）について 

令和５年10月 政策調整会議 
・障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

 （素案）について 

令和５年10月 行政経営会議 
・障がい福祉計画・障がい児福祉計画 

 （素案）について 

令和５年11月 
愛川町福祉のまちづく
り推進委員会 

・障がい福祉計画・障がい児福祉計画
（案）【諮問】 

令和５年12月 
愛川町福祉のまちづく
り推進委員会 

・障がい福祉計画・障がい児福祉計画
（案）【答申】 

令和６年 令和６年２月 
行政経営・政策調整合

同会議 

・障がい福祉計画・障がい児福祉計画

（案）の決定について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



37 

 

２ 推進委員会委員名簿 
 

愛川町福祉のまちづくり推進委員会委員名簿           （敬称略）                          

選 出 区 分 選出母体（所属等） 氏 名 備 考 

公募による町民等 

公募委員（一般町民） 近藤 史朗 
 

公募委員（一般町民） 椎橋 久子 
 

学識経験を有する者 （大学教授等） 髙橋幸三郎  

民生委員 愛川町民生委員児童委員協議会 伊坂 和夫 
 

医療関係者 

町内医師会 中村 和久 
 

町内歯科医師会 長内 裕子 
 

関係団体等の代表者 

愛川町区長会 郷司 孝志 
 

愛川町婦人団体連絡協議会 齋藤 光枝 
 

愛川町老人クラブ連合会  中村 隆幸 
 

愛川町身体障害者福祉協会 岡部真由美 
 

愛川町手をつなぐ育成会 原田 靖子 
 

愛川町社会福祉協議会 石井 康弘  

愛川町ボランティア連絡協議会 井上 桂 
 

関係行政機関の職員 

厚木保健福祉事務所   金子 大輔 
 

神奈川県社会福祉協議会  寺島 隆之 
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３ 用語解説           （五十音順） 

 

【あ行】 

一般就労 

障がい者の就労形態の一つ。一般の企業などで雇用契約に基づいて就労す

ること若しくは在宅就労すること。「福祉的就労」に対する用語として使用。 

医療的ケア 

たんの吸引や鼻などから管を通して栄養剤を流し込む経管栄養など、在 

 宅で家族が日常的に行っている医療的介助行為を、医師法上の「医療行為」 

と区別して「医療的ケア」と呼ぶ。 

インクルージョン 

障がい児と健常児が区別なく、共に学ぶ機会を作っていくこと。子ども達

の違いを認め、個々の教育ニーズに対応し、全てを包み込む学校・学級・社

会が望ましいという考え方。 

 

【か行】 

かながわ障害福祉グランドデザイン 

神奈川県の障がい者施策の方向性を定めた「かながわ障害者計画」を理念

的に支え、「障害福祉計画」との考え方をつなぐことを目的として、障がい

者の地域生活を支える障害福祉のあるべき姿を示した構想。 

基幹相談支援センター 

身体・知的・精神障がい者の相談を総合的に行い、地域における相談支援

の中核的な役割を担う相談支援事業所。 

基幹相談支援センター等機能強化事業 

基幹相談支援センター等に社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等、市町

村の相談支援機能を強化するために必要と認められる者を配置し、相談支援

体制を強化する事業。 

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律 

障がい者就労施設等で就労する障がい者の経済面の自立を進めるため、国

や地方公共団体などの公的機関が、物品やサービスを調達する際、当該施設

等から優先的・積極的に購入することを推進するために設けられた法律。こ

の法律により、地方公共団体は、毎年度、当該施設等からの物品等の調達方

針を作成するとともに、調達の実績を公表することとされている。 

ケアマネジメント 

障がい者が地域で生活するために、一人ひとりの生活ニーズに応じて、 

 地域に散在する福祉・保健・医療・教育・就労等のサービスを適切に組み

合わせて、一体的・総合的に提供すること。 
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高次脳機能障害 

脳の損傷が原因で生じる認知機能の障がい。身体の障がいが全くない若し

くは、程度が軽いにもかかわらず、「記憶障がい」「注意障がい」「遂行機能

障がい」「社会的行動障がい」といった認知の障がいが生じ、日常生活や社

会生活にうまく適応できない状態。 

 

【さ行】 

自動車運転免許取得・改造助成事業 

  市町村が行う地域生活支援事業の一つ。一定の条件に該当する障がい者

が運転免許を取得するために要する費用の一部を助成する事業及び、自動

車を自らの運転に適するような構造に改造するために要する費用の一部を

助成する事業。 

児童発達支援センター 

施設の有する専門機能を生かし、地域の障がい児やその家族への相談、障

がい児を預かる施設への支援・助言を併せて行うなど、地域の中核的な療育

支援施設。 

重症心身障害 

  児童福祉法に規定されている重度の知的障がいと重度の肢体不自由が重

複している状態のこと。 

手話奉仕員 

聴覚障がい者や音声または言語機能障がい者の日常生活上の初歩的なコ

ミュニケーションの支援に奉仕し、また市町村などの公的機関からの依頼に

よる広報活動や文化活動に協力する者。手話奉仕員養成事業は市町村が行う

地域生活支援事業の一つ。 

障害支援区分 

障害福祉サービスの必要性を明らかにするため、障がい者等の多様な障が

い特性や心身の状態に応じて、必要とされる標準的な支援の度合いを総合的

に示すものとして厚生労働省令で定める区分であり、市町村がサービスの種

類や量を決定する際に勘案する事項の一つ。 

障害者基本計画（第４次） 

  障害者基本法に基づき、障がい者の自立及び社会生活を支援するための

施策を総合的かつ計画的に推進していくために国において策定した計画で

あり、政府が講ずる障がい者施策に係る最も基本的な計画。 

障害者基本法 

障がい者の自立や社会参加を促進することを目的とした法律。障がい者の

ための施策に関して、基本的な理念や地方自治体等の責務を明らかにし、施

策の基本となる事項を定めている。 
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障害者差別解消法 

国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の

一環として、全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、

相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、 

障がいを理由とする差別の解消を推進することを目的とする法律。 

障害者支援施設 

  障がい者に対し施設入所支援を行うとともに、施設入所支援以外の施設

障害福祉サービスを行う障害者総合支援法に規定される施設。 

障がい者就業・生活支援センター 

就労支援が必要な障がい者に職業能力に応じた就労の場の確保や職場定

着を支援するとともに、一般就労まで結びつかない障がい者等への福祉的な

事業所への結びつきや生活面に対する支援を行う事業所。 

障害者総合支援法 

  地域社会における共生の実現に向けて障害福祉サービスの充実等を図り、

障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため、障害保健福祉

施策を推進することを目的とする法律。 

成年後見制度利用支援事業 

  市町村が行う地域生活支援事業の一つ。成年後見人の選任が必要な障が

い者や高齢者が何らかの理由で親族による裁判所への申立ができない場合

に、親族に代わり行政が申立を行うことや、成年後見制度を利用するため

の費用負担が困難な障がい者や高齢者への申立費用及び成年後見人の報酬

の助成を行う事業。 

相談支援事業所 

障害者総合支援法に基づき、障がい者の福祉や生活支援等に係る相談支援、

福祉サービスの利用に伴う情報提供・相談・サービス利用計画の作成、事業

者の紹介やサービス調整などの援助を行う者として指定を受けた事業所。 

 

【た行】 

第６次愛川町総合計画 

町の将来都市像やまちづくりの目標を明確にし、その実現のために必要 

な施策等を体系的にまとめた計画で、総合的かつ計画的な町政運営を進め 

るための最上位の計画として、個別部門の諸計画の上位に位置づけられるも

の。 

第４次地域福祉計画・地域福祉活動計画 

社会福祉法に基づき、町、社会福祉協議会をはじめとする民間事業者、地

域住民の参加と協働による福祉のまちづくりを推進するため、保健と福 

祉の、分野ごとの計画で取り上げられていない施策を体系化した計画であり、

行政の「地域福祉計画」と社会福祉協議会の「地域福祉活動計画」を一体的

に策定したもの。 
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第３次愛川町障がい者計画 

障害者基本法に基づき、本町における障がい者施策全般の方向性などの基

本的な事項を定めた計画。「ひとりひとりを大切にして、地域での生活をさ

さえる」を基本理念に掲げ、障がい者の自立や社会参加等の支援を推進する

ために策定したもの。 

地域活動支援センター 

 障害者総合支援法に基づき実施されている地域生活支援事業の一つで、創

作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進など、地域の実情

に応じて市町村ごとに柔軟に実施できる事業。  

地域生活支援拠点 

  入所者の地域移行・地域での生活課題・サービス提供に対応する相談支

援やグループホームの体験利用、緊急時の短期入所利用などの地域生活支

援機能を強化するため、グループホームや障害者支援施設にそれらの機能

を集約して付加した拠点施設、又は複数の機関が分担・連携してこれらの

機能を担う体制（面的な体制）のこと。 

地域包括ケアシステム 

障がい者や高齢者、子どもなどが、地域の全ての住民の関わりにより、住

み慣れた地域で自分らしい暮らしを送ることができるよう、住まい・医療・

介護・予防・生活支援等が一体的に提供される体制。 

 

【な行】 

難病 

原因が不明で、治療法が未確立であり、かつ後遺症を残すおそれが少なく

ない疾病で、経過が慢性にわたり、経済的な問題だけでなく、介護など 

に人手を要するために家庭の負担が大きく、また精神的にも負担の大きい疾

病のこと。 

日常生活用具給付等事業 

市町村が行う地域生活支援事業の一つ。在宅の障がい児（者）に、ストマ

用装具や特殊寝台など、その方に適した日常生活用具を給付する事業。 

ニューロン疾患 

  ニューロン（神経細胞）が変性を起こすことで発症する病気の総称。筋

萎縮性側索硬化症（ALS）、原発性側索硬化症（PLS）、脊髄性筋萎縮症

（SMA）、球脊髄性筋萎縮症などが代表的な疾患。 

 

【は行】 

発達障がい 

自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障がい、学習障がい、注

意欠陥・多動性障がい、その他これに類する脳機能の障がいであって、 

その症状が通常低年齢において発現するもの。 
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訪問入浴サービス事業 

 市町村が行う地域生活支援事業の一つ。居宅において入浴が困難な障がい

児（者）に対し、事業者が訪問し、入浴の機会を提供するサービスの利用に

係る費用を給付する事業。 

 

【ら行】 

理解促進研修・啓発、自発的活動支援事業 

市町村が行う地域生活支援事業の一つ。障がい者が日常生活や社会生活を

営む上で生じる｢社会的障壁｣を除去することを目的に、障がい者への理解を

深めるための研修・啓発を通じて地域住民への働きかけを強化し、共生社会

の実現を図る事業及び、障がい者等の自発的な取り組みを支援することによ

り、共生社会の実現を図る事業。 
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第７期愛川町障がい福祉計画 

第３期愛川町障がい児福祉計画 

（サービス等プラン） 

 

  令和６年３月 

   愛川町 

 

 


